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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期

第２四半期
連結累計期間

第76期
第２四半期
連結累計期間

第75期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 4,510,910 4,234,578 9,041,839

経常利益 (千円) 39,356 184,695 180,527

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 21,279 80,951 92,578

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 130,325 49,134 216,094

純資産額 (千円) 2,876,205 2,998,503 2,961,973

総資産額 (千円) 6,760,818 6,775,441 6,788,070

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 6.82 25.93 29.66

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 42.3 44.0 43.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 72,728 126,796 412,806

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △9,991 △31,766 △71,826

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △87,866 △98,898 △173,528

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 946,143 1,134,856 1,138,724

　

回次
第75期

第２四半期
連結会計期間

第76期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 3.03 7.53

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日)等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期(当期)純利益」を「親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益」としております。

　



２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　



第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日)等

を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府や日銀による金融・経済政策により、円安や株価上昇を

背景に、業績改善や雇用・所得環境の改善傾向も見られ、景気は緩やかな回復基調で推移しました。

しかしながら、中国を始めとするアジア新興国等の景気が下振れし、我が国の景気を下押しするリスクとなって

おり、不透明な状況で推移しました。

物流業界におきましては、景気の回復基調のなか、燃料価格は低価格で推移しているものの、内需の低迷により

総輸送量は伸び悩み、ドライバー不足の問題も抱え、引き続き厳しい経営環境下にあります。

このような状況下、当社グループにおきましては、営業力強化と業務効率化に努めてまいりました。

貨物自動車運送事業及び倉庫事業における新規取引先の開拓等による増収もありましたが、石油販売事業におけ

る販売数量及び販売平均単価の減少、ドラム缶等販売事業における販売及び配送数量の減少、港湾運送及び通関事

業における主要荷主の輸出取扱量の減少による減収等があり、売上高は4,235百万円と前年同四半期と比べ276百万

円(△6.1％)の減収となりました。

次に損益面につきましては、退職給付会計における会計基準変更時差異の費用処理が、前連結会計年度で終了し

た事による人件費の削減効果、また、燃料価格の下落による燃料費の削減効果により、営業利益は166百万円と前

年同四半期と比べ139百万円(518.3％)の増益、持分法適用会社の業績改善等により、経常利益は185百万円と前年

同四半期と比べ145百万円(369.3％)の増益となりました。なお、危険物倉庫建設に伴う特別損失の計上により、結

果として親会社株主に帰属する四半期純利益は81百万円と前年同四半期と比べ60百万円(280.4％)の増益となりま

した。

なお、セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

① 石油・ドラム缶等販売事業

石油販売においては、販売数量及び販売平均単価の減少による減収、ドラム缶等販売においては、再生缶の販

売数量減少及び配送数量減少により減収となりました。結果として、売上高は1,684百万円と前年同四半期と比

べ283百万円(△14.4％)の減収となり、セグメント利益(営業利益)は25百万円と前年同四半期と比べ５百万円(△

15.5％)の減益となりました。

　



② 貨物自動車運送事業

新規取引の増加等による輸送数量の増加により増収となりました。また、原油価格の下落による燃料費の減

少、人件費の削減等により、結果として、売上高は1,612百万円と前年同四半期と比べ37百万円(2.4％)の増収と

なり、セグメント利益(営業利益)は166百万円と前年同四半期と比べ88百万円(112.4％)の増益となりました。

③ 港湾運送及び通関事業

主要取引先の輸出取扱量の減少により減収となりました。結果として、売上高は219百万円と前年同四半期と

比べ11百万円(△4.6％)の減収となり、セグメント利益(営業利益)は17百万円と前年同四半期と比べ２百万円(△

9.7％)の減益となりました。

④ 倉庫事業

新規取引先との取引量増加により増収となりました。結果として、売上高は274百万円と前年同四半期と比べ

14百万円(5.3％)の増収となり、セグメント利益(営業利益)は69百万円と前年同四半期と比べ17百万円(32.4％)

の増益となりました。

⑤ タンク洗滌・修理事業

工事受注件数は増加したものの、当第２四半期連結累計期間中に終了した工事件数が少なかった事により減収

となりました。また、洗浄用マシン等の効率的な運用及び利益率の高い工事の完成等により、結果として、売上

高は446百万円と前年同四半期と比べ34百万円(△7.2％)の減収となり、セグメント利益(営業利益)は54百万円と

前年同四半期と比べ48百万円(726.2％)の増益となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前第２四半期連結累計期

間に比べ189百万円増加し、1,135百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は、127百万円(前年同四半期連結累計期間は73

百万円の増加)となりました。前年同四半期連結累計期間からの主な変動は、税金等調整前四半期純利益の増加

及び売上債権の減少による資金の増加によるものであります。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、32百万円(前年同四半期連結累計期間は10

百万円の減少)となりました。前年同四半期連結累計期間からの主な変動は、有形固定資産の売却による収入の

減少によるものであります。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、99百万円(前年同四半期連結累計期間は88

百万円の減少)となりました。前年同四半期連結累計期間からの主な変動は、リース債務の返済による支出及び

配当金の支払額の増加によるものであります。

　



第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,200,000 3,200,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株であ
ります。

計 3,200,000 3,200,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年９月30日 ― 3,200,000 ― 160,000 ― 1,072

　



(6) 【大株主の状況】

平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ＪＸホールディングス株式会社 東京都千代田区大手町２－６－３ 977 30.54

明治安田生命保険相互会社
(常任代理人)資産管理サービス
信託銀行株式会社

東京都千代田区丸ノ内２－１－１
(東京都中央区晴海１－８－12)

160 5.00

京北倉庫株式会社 東京都北区堀船２－30－３ 157 4.89

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
(常任代理人)日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社

東京都千代田区丸ノ内１－４－５
(東京都港区浜松町２－11－３)

156 4.86

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸ノ内２－７－１ 156 4.86

京極 紳 東京都品川区 153 4.78

高橋産業株式会社 神奈川県川崎市川崎区浜町３－３－16 108 3.36

神奈川三菱ふそう自動車販売株式
会社

神奈川県横浜市鶴見区安善町２－１－７ 101 3.16

株式会社タンクテック 兵庫県明石市二見町南二見１－36 74 2.31

いすゞ自動車首都圏株式会社 東京都江東区新木場１－18－14 70 2.19

計 ― 2,110 65.95

(注) 当社は、自己株式74千株を保有しておりますが、議決権がないため上記の大株主より除外しております。

　



(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
―

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式普通株式 73,700

(相互保有株式)
─ 同上

普通株式 10,000

完全議決権株式(その他)
(注)１

普通株式 3,113,300 31,133 同上

単元未満株式 (注)２ 普通株式 3,000 ― 同上

発行済株式総数 3,200,000 ― ―

総株主の議決権 ― 31,133 ―

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株(議決権３個)含まれて

おります。

２ 「単元未満株式」欄には、当社保有の自己株式69株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
京極運輸商事株式会社

中央区日本橋浜町１－２
－１

73,700 ― 73,700 2.30

(相互保有株式)
株式会社弥生京極社

横浜市鶴見区小野町45 10,000 ― 10,000 0.31

計 ― 83,700 ― 83,700 2.62

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。

　



第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　



１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,218,724 1,214,856

受取手形及び売掛金 1,407,925 1,284,157

リース投資資産 23,848 22,241

商品 12,945 9,755

原材料及び貯蔵品 9,128 11,239

半成工事 60,135 152,376

繰延税金資産 48,828 48,838

その他 154,785 153,149

貸倒引当金 △3,337 △3,272

流動資産合計 2,932,981 2,893,339

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,955,638 2,942,103

減価償却累計額 △2,358,165 △2,376,937

建物及び構築物（純額） 597,473 565,166

機械及び装置 409,279 424,752

減価償却累計額 △283,998 △293,163

機械及び装置（純額） 125,281 131,589

車両運搬具 2,032,396 2,063,562

減価償却累計額 △1,819,244 △1,829,999

車両運搬具（純額） 213,152 233,563

土地 1,273,118 1,273,118

リース資産 592,907 603,729

減価償却累計額 △267,713 △301,623

リース資産（純額） 325,194 302,106

建設仮勘定 ― 94,415

その他 126,375 124,847

減価償却累計額 △103,683 △103,214

その他（純額） 22,692 21,633

有形固定資産合計 2,556,910 2,621,590

無形固定資産 7,631 7,586

投資その他の資産

投資有価証券 1,104,336 1,065,327

リース投資資産 46,164 35,846

その他 148,708 160,413

貸倒引当金 △8,660 △8,660

投資その他の資産合計 1,290,548 1,252,926

固定資産合計 3,855,089 3,882,102

資産合計 6,788,070 6,775,441

　



(単位：千円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 830,015 771,217

短期借入金 748,600 748,600

リース債務 136,883 134,615

未払費用 166,437 155,184

未払法人税等 76,858 50,239

賞与引当金 107,356 101,744

その他 191,851 329,183

流動負債合計 2,258,000 2,290,782

固定負債

長期借入金 345,500 330,200

リース債務 287,607 253,502

役員退職慰労引当金 44,793 26,068

退職給付に係る負債 796,503 790,380

資産除去債務 63,639 57,244

その他 30,055 28,762

固定負債合計 1,568,097 1,486,156

負債合計 3,826,097 3,776,938

純資産の部

株主資本

資本金 160,000 160,000

資本剰余金 4,995 4,995

利益剰余金 2,463,743 2,532,190

自己株式 △31,434 △31,434

株主資本合計 2,597,304 2,665,751

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 357,060 321,774

退職給付に係る調整累計額 △5,931 △3,551

その他の包括利益累計額合計 351,129 318,223

非支配株主持分 13,540 14,529

純資産合計 2,961,973 2,998,503

負債純資産合計 6,788,070 6,775,441

　



(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 4,510,910 4,234,578

売上原価 4,253,831 3,828,616

売上総利益 257,079 405,962

販売費及び一般管理費

販売費 10,678 10,109

一般管理費 219,514 229,616

販売費及び一般管理費合計 ※1 230,192 ※1 239,725

営業利益 26,887 166,237

営業外収益

受取利息 34 42

受取配当金 13,535 12,961

営業車両売却益 6,948 6,370

持分法による投資利益 ― 4,854

補助金収入 1,953 714

軽油引取税交付金 1,509 1,282

その他 4,251 3,037

営業外収益合計 28,230 29,260

営業外費用

支払利息 9,424 10,489

持分法による投資損失 5,565 ―

その他 772 313

営業外費用合計 15,761 10,802

経常利益 39,356 184,695

特別損失

解体撤去費用 ― 39,772

固定資産除却損 520 332

減損損失 ― 13,917

特別損失合計 520 54,021

税金等調整前四半期純利益 38,836 130,674

法人税等 17,530 48,594

四半期純利益 21,306 82,080

（内訳）

親会社株主に帰属する四半期純利益 21,279 80,951

非支配株主に帰属する四半期純利益 27 1,129

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 89,265 △30,208

退職給付に係る調整額 18,504 2,380

持分法適用会社に対する持分相当額 1,250 △5,118

その他の包括利益合計 109,019 △32,946

四半期包括利益 130,325 49,134

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 130,280 48,045

非支配株主に係る四半期包括利益 45 1,089

　



(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 38,836 130,674

減価償却費 129,244 116,446

減損損失 ― 13,917

解体撤去費用 ― 39,772

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,786 △5,612

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 20,261 △2,594

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △16,140 △18,725

貸倒引当金の増減額（△は減少） 662 △65

受取利息及び受取配当金 △13,569 △13,003

支払利息 9,424 10,489

持分法による投資損益（△は益） 5,565 △4,854

固定資産売却損益（△は益） △6,245 △6,370

固定資産除却損 554 435

売上債権の増減額（△は増加） △128,643 123,768

たな卸資産の増減額（△は増加） 7,552 △91,162

未収入金の増減額（△は増加） △15,753 1,349

仕入債務の増減額（△は減少） 49,801 △58,798

未払金の増減額（△は減少） △20,050 22,827

未払費用の増減額（△は減少） △559 △11,253

その他 27,255 △50,368

小計 86,409 196,873

利息及び配当金の受取額 13,569 13,003

利息の支払額 △9,320 △8,626

法人税等の支払額 △17,930 △74,454

営業活動によるキャッシュ・フロー 72,728 126,796

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △36,876 △34,743

有形固定資産の売却による収入 18,015 7,613

投資有価証券の取得による支出 △5,308 △4,557

その他 14,178 △79

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,991 △31,766

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △15,300 △15,300

リース債務の返済による支出 △63,087 △70,994

配当金の支払額 △9,379 △12,504

非支配株主への配当金の支払額 △100 △100

財務活動によるキャッシュ・フロー △87,866 △98,898

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △25,129 △3,868

現金及び現金同等物の期首残高 971,272 1,138,724

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1 946,143 ※1 1,134,856

　



【注記事項】

(会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日)、「連結財務諸表に関する会計基準」

(企業会計基準第22号 平成25年９月13日)及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成25年９

月13日)等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主

持分への表示の変更を行っております。

当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務

諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

税金費用の計算 　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算す

る方法を採用しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を

欠く結果になる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。

(四半期連結損益及び包括利益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

役員報酬 34,413千円 38,741千円

従業員給料 72,503千円 82,370千円

賞与引当金繰入額 14,695千円 17,703千円

退職給付費用 7,486千円 4,501千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,005千円 5,672千円

　



(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

現金及び預金 1,026,143千円 1,214,856千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △80,000千円 △80,000千円

現金及び現金同等物 946,143千円 1,134,856千円

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 9,379 3 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 12,505 4 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

合計石油・ドラ
ム缶等販売

事業

貨物自動車
運送事業

港湾運送及
び通関事業

倉庫事業
タ ン ク 洗
滌・修理
事業

売上高

外部顧客への売上高 1,966,386 1,574,392 229,812 260,245 480,075 4,510,910

セグメント間の内部売上高
又は振替高

177,444 3,620 ― 145 658 181,867

計 2,143,830 1,578,012 229,812 260,390 480,733 4,692,777

セグメント利益 30,016 78,196 19,221 52,094 6,559 186,086

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容(差異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 186,086

セグメント間取引消去 28

全社費用(注) △159,227

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 26,887

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　



Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

合計石油・ドラ
ム缶等販売

事業

貨物自動車
運送事業

港湾運送及
び通関事業

倉庫事業
タ ン ク 洗
滌・修理
事業

売上高

外部顧客への売上高 1,683,852 1,611,855 219,232 274,061 445,578 4,234,578

セグメント間の内部売上高
又は振替高

106,272 3,296 ― 96 623 110,287

計 1,790,124 1,615,151 219,232 274,157 446,201 4,344,865

セグメント利益 25,377 166,109 17,360 68,962 54,189 331,997

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容(差異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 331,997

セグメント間取引消去 △8

全社費用(注) △165,752

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 166,237

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　(固定資産に係る重要な減損損失)

「倉庫事業」セグメントにおいて、一部倉庫設備の建替えの計画を決議したことに伴い、除却する固定資産に

ついては帳簿価額を全額減額とし、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、当該減

損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間において13,917千円であります。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

　 １株当たり四半期純利益金額 6円82銭 25円93銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 21,279 80,951

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

21,279 80,951

普通株式の期中平均株式数(株) 3,121,631 3,121,631

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　



２ 【その他】

該当事項はありません。

　



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

平成27年11月10日

京極運輸商事株式会社

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 茂 木 浩 之 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 原 健 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている京極運輸商事株

式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から

平成27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、京極運輸商事株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　


